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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第54期

第１四半期連結累計(会計)期間
第53期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 18,942 63,336

経常利益 (百万円) 1,969 2,165

四半期(当期)純利益 (百万円) 991 3,829

純資産額 (百万円) 12,152 12,086

総資産額 (百万円) 59,766 55,882

１株当たり純資産額 (円) 89.68 89.10

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 7.47 28.86

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 19.9 21.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,069 1,863

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,527 200

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 288 △2,334

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,491 5,815

従業員数 (名) 3,748 3,301

(注) 1　売上高には、消費税等を含んでおりません。

2　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

(1) 事業内容の重要な変更 

当第1四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。
　

(2) 主要な関係会社の異動 

当第1四半期連結会計期間において、ウインザー商事㈱の全株式を取得したことにより、同社は提出会

社の連結子会社となりました。
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３ 【関係会社の状況】

当第1四半期連結会計期間において、以下の会社の全株式を取得し新たに提出会社の連結子会社となりま

した。

名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事
業の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（連結子会社）
ウインザー商事㈱

神奈川県
横浜市旭区

48百万円
スポーツ用品
の販売

100.0 ─
当社グループのスポーツ用品
の販売を行っております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 3,748（1,003）

(注) 1 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第1四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載

しております。

2 従業員数が当第1四半期連結会計期間において447名増加しておりますが、主としてウインザー商事㈱の全株式

を取得したことにより同社が連結子会社となったこと及びダイワ（ホンコン）Ｃｏ．，リミテッドの生産増強

に伴う人員の増加によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 672（210）

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第1四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載してお

ります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の区分別に示すと、次のとおりであります。
　

区分 生産高(百万円)

フィッシング事業 7,909

ゴルフ事業 1,135

合計 9,044

(注) 1　金額は販売価格によっております。
2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当社グループは、主に過去の実績と将来の需要の予測による見込生産をしております。
　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の区分別に示すと、次のとおりであります。
　

区分 販売高(百万円)

フィッシング事業 15,652

ゴルフ事業 1,303

その他のスポーツ用品事業 1,963

その他事業 22

合計 18,942

(注) 1　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

   当社グループにおいては、当該割合が100分の10以上となる相手先はないため記載を省略しております。

2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので
あります。
なお、下記の本文中の掲載金額には消費税等は含まれておりません。
　　

(1) 経営成績の分析
当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、高騰が続いている資源価格の影響で企業収益の悪
化がみられ、また生活必需品等の相次ぐ値上げによる個人消費の停滞が懸念されるなど、景気の減速感が
強まっており、先行き不透明感が増しております。また、海外においても、米国におけるサブプライムロー
ン問題に端を発した金融市場の不安による景気の減速感が続いており、また、世界的な資源価格の高騰に
よるインフレ懸念が強まっており、景気の先行きは不透明なまま推移いたしました。 
　当社グループの属するスポーツ・レジャー用品等の業界は、諸物価高騰の煽りを受け、消費の停滞感が
強まったことにより、市場環境は厳しいものとなりました。 
　このような市場環境の中で、当社グループは市場ニーズに合った新製品を投入すると共にマーケティン
グ力の強化を推進し、積極的に拡販を図ってまいりました。さらに、当第１四半期連結会計期間より、ウイ
ンザー商事㈱が連結子会社になったこともあり、連結売上高は189億４千２百万円を計上いたしました。
利益面では、先行投資費用の増加に加え、原材料価格の上昇により、収益が圧迫されましたが、増収効果に
より、営業利益は20億３千９百万円を計上いたしました。経常利益は、不動産の売却による賃貸料収入の
減少等により、19億６千９百万円となりました。また、四半期純利益は前年に計上した固定資産の売却に
よる特別利益の計上等がなかったことにより、９億９千１百万円となりました。
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事業別の概況は次のとおりであります。 
フィッシング事業
　主力の釣用品の販売は、お客様のニーズに合った釣種別マーケティングを中心に販売政策を展開し、魅
力ある新製品の提供と新たなフィッシングライフの提案に注力すると共に、市場の活性化を図ってまい
りました。また、海外のマーケットに対しても地域毎のニーズに合った新製品を提供し、積極的な拡販政
策を推進してまいりました結果、売上高は156億５千２百万円となりました。
ゴルフ事業
　ゴルフ用品の販売は、一貫したブランド訴求による強力なマーケティング活動を推進し、主力の
「ONOFF」（オノフ）ブランドの販売に注力してまいりました結果、売上高は13億３百万円となりまし
た。
その他のスポーツ用品事業
　主として、ラケットスポーツ用品の販売でありますが、ウインザー商事㈱が当第１四半期連結会計期間
より連結子会社となったこともあり、売上高は19億６千３百万円となりました。
その他事業
　その他の事業は、当社グループの福利厚生サービス事業でありますが、売上高は２千２百万円となりま
した。
　　　　
所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。
①日本
　国内経済は、原材料価格の高騰による企業業績の悪化や、ガソリン・生活必需品の相次ぐ値上げで個人
消費に停滞感が見受けられます。これらの価格の上昇はこの先も続く傾向にあり、景気の減速感が強まっ
ております。このような状況の中、市場ニーズに合った新製品を投入し拡販活動を強力に推進した結果、
売上高は149億１千３百万円、営業利益は24億６千４百万円となりました。
②北米
　米国経済は、サブプライムローン問題による金融不安や株価下落が続いており、また、原油価格が再び高
騰に転じる等、景気の先行きは不透明なまま推移いたしました。このような中、市場にマッチした製品の
投入と積極的なマーケティング活動を展開した結果、売上高は12億９千７百万円、営業利益は２千４百万
円となりました。
③西欧
　欧州経済は、堅調だった個人消費が停滞しており、景気の減速感が強まり始め、先行きが不透明になって
おります。このような状況の中、引き続き積極的な拡販に注力したことにより、売上高は23億２千８百万
円、営業利益は１億８千３百万円となりました。
④その他の地域
　東アジア地域や豪州での積極的な営業活動により、売上高は４億２百万円となりましたが、先行投資費
用が増加したこと等により、営業損益は１億７千９百万円の損失となりました。
　　　　
(2) 財政状態の分析
当第１四半期連結会計期間末における総資産は、ウインザー商事㈱が連結子会社となり、同社の資産が
増加したことにより前連結会計年度末に比べ38億８千３百万円増加し、597億６千６百万円（前連結会計
年度末は、558億８千２百万円）となりました。 
　純資産は、利益剰余金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ６千５百万円増加し、121億５
千２百万円（前連結会計年度末は、120億８千６百万円）となりました。
　　　　
(3) キャッシュ・フローの状況
当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ６億７千５百
万円増加し、64億９千１百万円（前連結会計年度末は、58億１千５百万円）となりました。 
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益を19億１千４百万円計上したことに
より、20億６千９百万円の増加となりました。 
　投資活動によるキャッシュ・フローは、新工場の建設やそれに伴う生産設備投資およびウインザー商事
㈱の株式取得等を行ったことから、15億２千７百万円の減少となりました。 
　財務活動によるキャッシュ・フローは、積極的な事業拡大に伴い、借入を実行したことにより、２億８千
８百万円の増加となりました。
　　　　　　
(4) 事実上及び財務上の対処すべき課題
当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事実上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更
及び新たに生じた課題はありません。
　　　
(5) 研究開発活動
当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は357百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 293,366,000

計 293,366,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 133,174,723 133,174,723
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 133,174,723 133,174,723 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ― 133,174,723 ― 4,184 ― ―

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお
りません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】
平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　524,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

131,142,000
131,142 ―

単元未満株式
普通株式

1,508,723
― ―

発行済株式総数 133,174,723― ―

総株主の議決権 ― 131,142 ―

(注) 1　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株（議決権７個）含ま

れております。

2　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式375株が含まれております。
　

② 【自己株式等】
平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ダイワ精工株式会社

東京都東久留米市前沢
３－１４－１６

524,000― 524,000 0.4

計 ― 524,000― 524,000 0.4

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 184 205 200

最低(円) 169 170 170

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期

レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査

法人から名称変更しております。
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1【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期
連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,647 5,815

受取手形及び売掛金 10,574 10,932

有価証券 0 －

商品 7,833 6,146

製品 6,732 6,365

原材料 1,589 1,772

仕掛品 1,598 1,636

その他 3,015 3,813

貸倒引当金 △489 △543

流動資産合計 37,503 35,939

固定資産

有形固定資産 ※
 13,699

※
 12,993

無形固定資産

のれん 1,136 559

その他 314 290

無形固定資産合計 1,450 850

投資その他の資産

投資有価証券 3,055 2,507

その他 4,110 3,647

貸倒引当金 △67 △60

投資その他の資産合計 7,099 6,094

固定資産合計 22,250 19,939

繰延資産 11 4

資産合計 59,766 55,882
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(単位：百万円)

当第１四半期
連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,524 8,407

短期借入金 13,195 12,043

未払法人税等 246 269

売上割戻引当金 90 20

返品調整引当金 143 143

ポイント引当金 137 132

賞与引当金 380 552

役員賞与引当金 3 15

その他 4,316 4,436

流動負債合計 29,038 26,020

固定負債

社債 900 700

長期借入金 10,745 10,148

退職給付引当金 4,956 4,850

役員退職慰労引当金 172 95

その他 1,801 1,980

固定負債合計 18,574 17,775

負債合計 47,613 43,796

純資産の部

株主資本

資本金 4,184 4,184

利益剰余金 8,803 8,210

自己株式 △85 △83

株主資本合計 12,902 12,310

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 717 354

繰延ヘッジ損益 △191 △442

土地再評価差額金 836 836

為替換算調整勘定 △2,371 △1,240

評価・換算差額等合計 △1,007 △491

少数株主持分 257 267

純資産合計 12,152 12,086

負債純資産合計 59,766 55,882
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(2)【四半期連結損益計算書】
  【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

売上高 18,942

売上原価 11,597

売上総利益 7,345

販売費及び一般管理費 ※
 5,305

営業利益 2,039

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 23

為替差益 257

その他 164

営業外収益合計 453

営業外費用

支払利息 184

売上割引 270

その他 69

営業外費用合計 524

経常利益 1,969

特別利益

前期損益修正益 8

固定資産売却益 4

その他 1

特別利益合計 15

特別損失

前期損益修正損 0

固定資産売却損 1

投資有価証券評価損 67

その他 1

特別損失合計 70

税金等調整前四半期純利益 1,914

法人税、住民税及び事業税 918

法人税等調整額 －

法人税等合計 918

少数株主利益 4

四半期純利益 991
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,914

減価償却費 349

のれん償却額 25

ポイント引当金の増減額（△は減少） 4

返品調整引当金の増減額（△は減少） 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △38

売上割戻引当金の増減額（△は減少） 70

賞与引当金の増減額（△は減少） △190

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11

退職給付引当金の増減額（△は減少） △25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5

受取利息及び受取配当金 △31

支払利息 184

為替差損益（△は益） △151

有形固定資産売却損益（△は益） △3

有形固定資産除却損 3

売上債権の増減額（△は増加） △94

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,589

その他の流動資産の増減額（△は増加） 191

仕入債務の増減額（△は減少） 2,090

未払金の増減額（△は減少） △616

その他の流動負債の増減額（△は減少） 247

預り保証金の増減額（△は減少） △1

その他の営業外損益（△は益） △72

投資有価証券売却損益（△は益） △0

その他 11

小計 2,271

利息及び配当金の受取額 31

利息の支払額 △102

法人税等の支払額 △203

その他の収入 72

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,069
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(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △600

有価証券の売却による収入 600

有形固定資産の取得による支出 △853

有形固定資産の売却による収入 18

無形固定資産の取得による支出 △23

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△522

投資有価証券の取得による支出 △156

投資有価証券の売却による収入 0

貸付けによる支出 △6

貸付金の回収による収入 4

その他 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,527

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 15,265

短期借入金の返済による支出 △14,481

長期借入れによる収入 221

長期借入金の返済による支出 △191

社債の発行による収入 300

社債の償還による支出 △490

配当金の支払額 △326

その他 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー 288

現金及び現金同等物に係る換算差額 △155

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 675

現金及び現金同等物の期首残高 5,815

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,491
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間から、ウインザー商事㈱の全株式を取得したことにより、同社を連結の範囲に含めてお
ります。

２　会計処理の原則及び手続の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を当第１
四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）に変更しております。
なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５
月17日　実務対応報告第18号)を当第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。
これによる損益に与える影響はありません。

(3)リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会
計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改
正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転
外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係
る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。
また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によって

おります。
なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げ
を行う方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益
に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
なお、「法人税等調整額」は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　 18,530百万円 ※　有形固定資産の減価償却累計額　　 18,007百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間
　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　従業員給料手当　　　　　　1,545百万円

　　貸倒引当金繰入額             21　〃

　　賞与引当金繰入額            205　〃

　　退職給付引当金繰入額         77　〃

　　役員賞与引当金繰入額          3　〃

　　役員退職慰労引当金繰入額      5　〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,647百万円

有価証券 0　〃

　　　計 6,648百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 156　〃

現金及び現金同等物 6,491百万円
 

　

(株主資本等関係)
当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 133,174,723

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 534,443

　

３　新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 397 3.00平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　

５　株主資本の著しい変動に関する事項
該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「スポーツ用品関連事業」の割合

がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至  平成20年6月30日)
　

日本
(百万円)

北米
(百万円)

西欧
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

14,9131,297 2,328 402 18,942 ― 18,942

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

381 7 1 2,203 2,593(2,593) ―

計 15,2951,304 2,329 2,60621,536(2,593)18,942

営業利益又は営業損失(△) 2,464 24 183 △179 2,493 (453) 2,039

(注) 1　国又は地域の区分は、地理的接近度によっています。

2　本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

(1) 北米　　　　……アメリカ

(2) 西欧　　　　……イギリス、ドイツ、フランス

(3) その他の地域……オーストラリア、タイ、中国、ベトナム

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)
　

北米 西欧 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,223 2,252 1,483 4,959

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 18,942

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.5 11.9 7.8 26.2

(注) 1　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2　各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

(1) 北米　　　　……アメリカ、カナダ

(2) 西欧　　　　……イギリス、ドイツ、フランス

(3) その他の地域……オーストラリア、韓国、タイ

3　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

ダイワ精工株式会社(E02382)

四半期報告書

18/21



(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

89.68円 89.10円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 12,152百万円 12,086百万円

普通株式に係る純資産額 11,894百万円 11,819百万円

差額の主な内訳 
　　　少数株主持分 

 
257百万円

 
267百万円

普通株式の発行済株式数 133,174,723株 133,174,723株

普通株式の自己株式数 534,443株 524,375株

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数 

132,640,280株 132,650,348株

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間
当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 7.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) 1　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 2　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 991百万円

普通株式に係る四半期純利益 991百万円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳　 ─

普通株式の期中平均株式数 132,646,398株

　

(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

（自己株式の取得）
当社は、平成20年８月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第
156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議しました。

取得の理由 経営環境の変化に対応し、機動的な資本政策を可能とするため

取得の内容

取得する株式の種類 当社普通株式

取得する株式の総数 20,000,000株（上限）

株式の取得価額の総額 4,000百万円 （上限）

取得する期間 平成20年８月８日～平成20年９月30日

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月８日

ダイワ精工株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　吉　　田　　英　　志　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　川　　政　　人　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイ

ワ精工株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイワ精工株式会社及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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